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　国際マーケティング行動によって，企業はいかに世界的な競争優位を確立するのかという問題提起
（Takeuchi　and　Porter　1986）を受け，1990年代以降，従来の国際マーケティングの標準化／適応化行
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動と経営成果を測定する分析フレームが，国際経営論との統合により拡張されてきた（諸上2000，
2001，Zou　and　Cavusgi12002）。国際マーケティング行動とは，国際マーケティソグの4Psの標準化／
適応化に加えて，研究開発，生産，製品や部材の調達などの多くのマーケティング関連行動や，マー
ケティソグ計画，統制，評価といったいわゆるマーケティソグ・プロセスの国際的な調整ないし統合
化（諸上2000）など，国際マーケティングに関連する行動の総称である。
　世界的な競争優位を成果とする国際マーケティング行動の分析フレームを構築する際，そもそも競
争優位はどのような行動を通じて形成されるのか，また，企業に内在する競争優位の源泉をどこに求
めるのかという基本的問題を取り扱う必要がある。ここでは，国際マーケティング行動の分析で採用
されてきた産業組織論のrs－C－P」の分析フレームへ，成果としての競争優位を導入する際の課題
を提示することから論を展開する。「S－C－P」分析フレームとは，国際マーケティングの行動
（Conduct：行動）への影響要因（Structure：構造）と行動によって獲得される経営成果（Perfor－
mance：成果）の関係である。
　図1は，競争優位を成果とする国際マーケティング行動分析フレームの構想を図式化したもので
ある。図は，競争優位（成果），競争優位形成プロセス（行動），そして影響要因（構造）の関係を示
している。成果と行動，行動と影響要因のそれぞれの関係を，図に従い，解説する。
　まず，成果（P）と行動（C）の関係につき解説する。成果を競争優位とする場合，行動となる競
争優位形成プロセスとは何を指し示すのかという問題に直面する。1990年代以降，国際マーケティ
ング行動研究では，標準化／適応化行動から国際マーケティング行動全体へ拡張する分析フレームが
採用されている（Samee　and　Roth　1992，諸上2000，2001，　Zou　and　Cavusgil　2002）。国際マーケティ
ングの標準化／適応化行動を対象とする研究では，マーケティング・プログラムとプロセスの標準化
図1：競争優位を成果とする国際マーケティング行動分析フレーム
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と適応化の適切なバラソス（appropriate　balance）を追求するぺきであることが示唆されてきた
（Douglas　and　Craig　1989，1996）。一方，国際マーケティソグ行動を対象とする場合，従来の標準化／
適応化行動に加えて，世界的に配置されたマーケティング活動をいかに調整するかという行動が導入
される（Takeuchi　and　Porter　1986，　Craig　and　Douglas　2000，　Zou　and　Cavusigil　2002）。配置と調整の
考え方では，国際マーケティング行動は，多様な海外市場での比較優位はもちろんのこと，異なる市
場に横断的に存在するシナジーを開発するという意義が考慮される（Douglas　and　Craig　1989，　Zo旦
and　Cavusigil　2002）o
　このような行動対象の拡張は，Porterが提示した競争優位の駆動因としての価値連鎖の影響がそ
の背後にあることを示している（Porter　1980，1985，1986）。　Porterは競争優位形成の駆動因を価値
連鎖に求めている。彼によれば，競争優位には，差別化とコスト・リーダーシップが存在する。競争
優位の確立とは，競争相手よりも低いコストで価値連鎖内の活動を行うことができるか，それとも，
競争相手よりもユニークなやり方でできるか，のどちらかであると言う。マーケティソグ機能，R＆
D機能，生産機能，ロジスティック機能など，各機能の価値付加活動と価値連鎖デザイソによるコ
スト・リーダーシップ／差別化優位性の獲得が，競争優位形成の駆動因であることがここでの主張で
ある（Porter　1985）。
　世界市場における競争優位を形成するプロセスとは，国際マーケティソグ行動と各機能による価値
付加活動及び価値連鎖デザインによって構成されると考えられる。とりわけ，国際マーケティング行
動と価値付加活動／価値連鎖との関係が重要である。これは，Takeuchi　and　Porterが指摘している
ように，マーケティング機能と他の機能の連結は，新製品の開発，世界共通製品の需要創造，国際市
場細分化などの貢献を通じて世界的な競争優位の達成の中心的な役割を担うと考えられるためである
（Takeuchi　and　Porter　1986）。
　次に，行動（C）と構造（S）の関係につき解説する。1980年代中葉までは，企業の外部環境（構
造：S）が国際マーケティング行動に影響し，環境との整合において導かれた行動が経営成果へ影響
を与えるという環境決定論的分析フレームが採用されてきた（Zou　and　Cavusigi12002，　Theodosiou
and　Lenidou　2003）。しかし，上述のPorterら指摘により，世界的な競争優位が測定するべき成果と
なった現在，従来の環境要因，市場要因，産業／製品要因に加え，競争優位形成プロセスに影響を与
える企業内部の諸要因の考察が必要となる。
　Porterらの指摘以降，国際マーケティング行動の研究では，国際経験，グローバル市場志向性，
本社一子会社間の調整能力，経営資源の分散度，現在の市場ポジション，財務能力などが企業要因と
して操作化され，企業の能動的側面が国際マーケティング行動にいかなる影響を与えるのかという問
題が取り扱われてきた（詳しくは1章を参照）。世界的な競争優位を成果とする場合，国際マーケティ
ング行動に価値付加活動／価値連鎖を加えた競争優位形成プロセスへ影響を与える企業要因の再構築
が議論されねばならない。国際マーケティング行動への影響のみならず，価値付加活動／価値連鎖へ
同時に影響を与える要因，とりわけ，競争優位の源泉として捉えられる企業要因の抽出が望ましい。
一439一
　この点に関し，1990年代以降注目を集めているのが，企業固有の資源に着目する資源ベースヴ
ュー iRBV）である（Zou　and　Cavusigi12002）。競争優位の源泉を企業固有の資源に求める考え方が
RBVであう（Barney　1991）。　RBVでは，企業の資源は異質で移動不可能であること前提とし，企
業固有の資源に価値，希少性，模倣困難性，代替可能性の条件が備われば，持続的競争優位の源泉と
なることが指摘されている（Barney　1991）。国際マーケティング行動の研究で取り扱われてきた企
業要因を再確認したうえで，国際マーケティソグ行動と価値付加活動／価値連鎖の双方へ影響を与え
る企業要因の再構築が望まれる。
　以上のような問題意識と持ちつつ，本稿では，競争優位形成プロセス（国際マーケティング行動と
価値付加活動／価値連鎖）に影響を与える企業要因の再構築を試みる。企業要因は，RBVにおける企
業内資源と国際マーケティング行動研究における企業要因を統合する手順を採用する。本稿の構成は
以下の通りである。1章では国際マーケティング行動研究をレビューし，先行研究において企業要因
がどのように扱われてきたかを概観する。1章では，企業が生み出す競争優位の源泉を企業固有の資
源に求める資源ベースヴュー（RBV）を考察する。皿章では，企業要因の再構築を目指し，競争優
位形成プロセスに影響を与える諸要因を抽出する。分析フレームの構想を再度提示し，今後の課題に
ついて述べる。
1　国際マーケティンゲ行動と企業要因
　本章では，国際マーケティング研究における企業要因の取り扱いに関して文献レビューを行う。主
要な実証研究を取り上げ，企業要因の取り扱いに関する研究者間の共通の認識を浮き彫りにすること
が本章の目的である。
　国際マーケティソグの標準化／適応化の研究は1960年代の広告に関する研究を皮切りに，対象とな
る国際マーケティング行動をマーケティソグ・プログラム（製品，価格，販促，流通）へ拡張してき
た。1960年代から1970年代にかけての研究は，それぞれの現地市場ごとの環境差異に対する標準化
行動の実行可能性に着目してきたと言える。この時代の研究は，影響要因の検討よりはむしろ，国際
マーケティングの標準化／適応化行動の開発において，研究者間での一定の基準を築くことに貢献し
た（Buzzell　1968，　Keegan　1969，　Sorenson　and　Wiechmann　1975）。つまり，国際マーケティングの標
準化／適応化行動とは，マーケティソグ・プログラムの4Psの世界的標準化度合いと現地適応化度合
いのことを指し示すこととなった。
　1980年代にはいると，Levittの著名な論文「市場のグローバル化」を契機に，国際マーケティソ
グの標準化機運が高まった（Levitt　1983）。レビットは影響要因を環境，つまり国際市場の同質化現
象に求めているが，その主張の中心は，企業の保有する資源が，高品質，低価格製品の大量生産と販
売を実現し，結果としてグローバル市場全体の同質化現象を促進するというものであった（大石
1993a，　b）。間接的にせよ，企業要因に注目した先駆的貢献であるといえる。1986年にTakeuchi　and
Porterが，国際マーケティング行動によっていかに世界的競争優位を確立するかが問題の本質であ
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ると主張して以来，企業要因を導入する研究が多数登場するようになる。企業戦略と資源，企業の現
在の国際活動（国際提携，本社一子会社関係），国際市場志向性，子会社への権限委譲（Walters
1986，Douglas　and　Wind　1987，　Rau　and　Freble　1987，　Jain　1989，　Walters　and　Toyne　1989）などの諸要
因が，企業要因として取り上げられた。
　実証的命題として国際マーケティングの標準化を遂行するための分析フレームを提示したJain
は，環境，市場，製品に関する諸要因に加えて，組織要因として①企業の志向性，②本社一子会社間
の関係，③子会社への権限委譲の3要因を挙げている（Jain　1989）。　Jainの命題を受けて，1990年
代に入ると，本格的に実証研究が行われることとなる。Samiee　and　Roth（1992）は，企業のグロー
バル標準化志向性（企業要因）とマーケティング政策と戦略（国際マーケティング行動）の関係を検
討し，また，Cavusgil　and　Zou（1993）は，輸出企業の製品とプロモーショソの適応化行動を測定す
るために，企業の国際経験，輸出売上高の目標，参入時の対象市場の数（一国か複数国か）の3つ
の企業要因を導入している。
　この頃わが国においても，企業要因の導入意義の重要性について大石（1993a，　b）が詳細に論じて
いる。大石は，企業要因の国際マーケティング行動への影響度が，産業／製品要因，環境要因よりも
高いことを論じ，環境決定論からの脱却を強く説いている。大石の企業要因重視の論点は以下の通り
である。第一に，国際マーケティソグ行動（原文ではグローバル・マーケティング）の策定には自社
の特性を認識する必要があり，仮に同一の製品／産業要因，環境要因を前提にしても，それぞれ独自
の企業要因によってマーケティソグ行動は異なる。第二に，同一製品でも企業要因によってその重要
性や位置付けが異なる。第三に，同一の環箋でも企業によって（製品／産業によって）その重要性や
特質が異なる。企業は独自の立場において所与の環境の有効性や非有効性を判断するのである。大石
は，企業の環境適応的な受動的側面よりむしろ，市場や環境へ積極的に働きかける能動的側面を重視
している。
　一方，諸上は，包括的な分析フレームを用いて国際マーケティング行動と経営成果の関係に関する
実証研究を行っている（諸上2000，2001）。従来の国際マーケティングの標準化／適応化問題にのみ
に捉われず，競争優位を測定するために，企業要因としてグローバル調整概念の導入を試みている。
諸上は次のように述べている。
（前略）国際的な競争優位と関連付けて議論しようとするならば，それらの関連要因も含めて，よ
り包括的な「グローバル調整」概念を導入することが必要ではないかと主張したことがある。グロー
バル調整とは，マーケティソグ・プログラムおよびプロセスの標準化／適応化という調整を含む
が，その枠を越えたものであり，企業のグローバル競争優位を確保するために必要な，グローバル
な観点からの戦略や組織の調整や統合化を意味する（諸上2000，p．141）。
従来の研究では，国際マーケティソグ行動を国際マーケティソグの標準化／適応化行動に限定した
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分析フレームを踏襲してきたが，諸上は，これを「グローバル調整」という概念の導入によって，国
際マネジメソト・ミックス（価値連鎖構成要素の組合せ）にまで拡張している。
　その後，Albaum　and　Tse（2001），　Grein，　Craig，　and　Takada（2001），　Solberg（2000，2002）らによ
って分析フレームへの企業要因の導入が行われているが，要因の中身は，意思決定の所在（本社一子
会社），現地市場の重要度（売上高比率）などであり，大きな進展は見られない。最近ではZou　and
Cavusgil（2002）が，資源ベースヴュー（RBV）に依拠し，企業要因の「グローバル志向性」と「国
際経験」が，企業による統制可能で移動不可能な企業固有の異質な資源のであると捉えている。
　以上，企業要因が国際マーケティソグ行動の分析フレームでどのように扱われてきたかを概観し
た。レビューを通じて，要点を整理する。第一に，1980年代中葉の国際的な競争優位が国際マーケ
ティソグ行動の成果であるという指摘が，1990年代以降に企業要因の重要性を高めてきたという点
である。企業要因の導入は，それまでの環境決定論からの脱却という意味を持つと同時に，競争優位
獲得を成果とする分析フレームには不可欠な要因であるという動因を含んでいる。
　第二に，企業要因において，広く採用されている要因は，企業の市場志向性／戦略志向性と本社一
子会社間の統制／調整の2要因であった。本国市場志向，地域市場志向，グローバル市場志向の企業
による選択，本社一子会社間の調整における本社主導性と意思決定の所在，あるいは国際市場におけ
る経験の期間が，国際マーケティソグ行動に影響を与えるという仮説が検討されてきた。
　これまで扱われてきた企業要因を，競争優位確立を成果とする国際マーケティソグ行動分析フレー
ムに活用するには，以下の2つの修正が必要となるだろう。第一に，競争優位形成プロセスの一翼
を担う価値付加活動／価値連鎖に与える影響要因を追加する必要がある。たとえば，企業のグローバ
ル市場志向性は国際マーケティングの標準化指向を促すが，価値付加活動／価値連鎖への影響は具体
化できない。企業要因が価値連鎖のデザインにどのような影響を与えるのかという視点の導入が望ま
しい。第二に，企業要因は競争優位を測定する直接的なインプットとしての要素を内包する必要があ
る。これは，業界内において繰り広げられる競争において，企業要因以外の影響要因（環境要因，市
場要因など）は当該産業にとって一定（constant）条件となる可能性があるためである。
　このような視点を踏まえ，次章では，研究範囲を多少拡張し，競争優位の獲得をめぐる理論的構造
を資源ベースヴューに求める。求める成果が競争優位である以上，競争優位獲得に関わる諸概念を考
察する必要がある。そもそも企業の生み出す競争優位の源泉とは何かという問いから論を展開する。
1　資源べ一スヴュー（RBV）と企業要因
1．企業資源と競争優位
　企業が生み出す競争優位の源泉とは何か，いかに企業は競争優位を形成するのかという問題を理論
的に整理することが本章の目的である。
　企業が生み出す競争優位の源泉とは何かという問いに対する回答は，企業の内的分析を対象とする
資源ベースヴュー（以下，RBV）に求められる。1990年代初頭に戦略的マーケティソグあるいはマ
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ネジメントの文脈で開発されたのが，RBVである（Barney　1991）。　Bameyは，競争優位を生み出
すアプローチとして，それまでの企業外部（競争優位の環境モデル）を分析対象とするPorterらの
議論から脱却することを目的し，企業の内的な属性が成果に与える影響を分析するフレームの必要性
を説いている。
　図2は，企業の内的分析と外的分析の補完関係を示したものである。ここでは，環境モデルにお
ける枠組みと資源ペースのそれが相違することを，伝統的な戦略分析の枠組みであるSWOT分析
（強み，弱み，機会，脅威）を利用して解説している。Barneyは，　Porterらによる環境モデルに以
下の理論的仮定を設けている。第一に，産業に属するすべての企業は，統制可能な戦略的資源の獲得
と資源を活用し実行する戦略おいて同一条件下におかれている。第二に，資源の異質性は産業内で形
成され，企業が戦略の実行に使用する資源は高い移動性（企業間での）を有するため，異質性は短命
である。対照的に，Barneyが提唱した資源べ一スモデルは，産業に属する企業が統制可能な戦略的
資源に関して異質性を有していることと，これら資源は企業間での完全な移動性を有していないこと
（企業外部への移動は困難），異質性は長期的に持続するものであることを理論的な仮定としている。
Barneyは，このような企業固有の資源の異質性が存在する場合，競合企業に対する参入障壁や移動
障壁が構築できると主張している。
　RBVにおいて，企業固有の資源と競争優位の関係はどのように捉えられているのか。　Barneyは，
企業資源を物的資産資源，人的資産資源，組織的資産資源の3つに分類した上で，これら資源が必
ずしも戦略に影響を与える資源とは限らないとし，戦略に寄与する（競争優位形成に役立つ）資源と
そうでない資源を分類するため，資源の属性を論じることに注力している。彼は，上述のように，資
源の異質性と移動不可能性を構造的な要因として仮定し，持続的競争優位を導く資源の属性を提示し
ている。
図2：伝統的なSWOT分析，資源べ一スモデル，産業魅力度モデル（環境モデル）の構図
　　　　　　内的分析　　　　　　　　　　外的分析
強み（Strengths）
　　　　‡
弱み（Wea㎞esses）
＜→
機会
（OpPortUnities）
　　　‡
脅威（Threats）
←
　資源べ一スモデル
出所：Bamey（1991），p．100
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←
競争優位の環境モデル
　1）価値のある資源（Valuable　resource）
　資源は，企業がその効率性や有効性を改善する戦略を思い抱くかもしくは実行することを可能とす
るときに，価値がある。
　2）希少な資源（Rare　resource）
　価値のある企業資源を多数の競合他社が保有していないこと。
　3）模倣困難な資源（lmperfectly　lmitable　resource）
　企業の有する価値のある希少な資源は，企業特有の歴史的条件や，資源と競争優位の関係に存在す
る因果関係の曖昧さ，社会的複雑性などによって競合他社による模倣を困難にする（不完全な模倣し
かできない）。
　4）代替可能性（Substitutability）
　企業が保有する価値のある希少な資源が企業の同時に保有している別の資源（価値がなく希少でな
い）と戦略的に等価でないこと。等価性があれば，価値のない希少でない資源により代替されてしま
うリスクが存在する。
　Peteraf（1993）は，　Bameyと同様に競争優位のための礎石（cornerstone）につき論じている。
Peterafは，①資源が企業ごとに異質であり，その異質な資源を形成あるいは拡大すること自体が困
難であること，②資源は移動不完全（企業間で）であり，ある企業内で利用される資源は企業内の他
の資源と相互依存の関係にあり，切り離して企業外部（他の企業で）で活用することが困難であるこ
との2点においては，Barneyと同様の見解を示している。
　さらに，彼は，資源形成の事後的な競争の制限と事前に存在する競争の制限の存在を，資源属性の
条件として論じている。事後的な競争の制限とは，資源によってレントが形成されたのちに，レント
の持続性を保証するために，形成されたレントを維持するための競争を制限する何らかの勢力が存在
することを示している。その勢力とは不完全な模倣可能性と不完全な代替可能性である。事前に存在
する競争の制限とは，すべての企業が優位な資源ポジショソを築く前には，そのポジションを獲得す
るための競争が制限されていなければならないことを指す。
　BarneyとPeterafによる資源属性の明示化は，企業固有の資源が競争優位にどのように影響する
かということを論じる際の視座を与えている。Bameyは，企業資源を，すぺての資産，ケイパビリ
ティ，組織的プロセス，企業属性，情報，知識という具合に漠然と捉えた上で，すべての資源が持続
的競争優位に影響を与えるのではなく，上述の4つの属性が，企業の資源がどの程度異質であるの
か，またどの程度移動不可能であるのか，そしてこれら資源が持続的競争優位の形成にどの程度：有効
であるのかを測定する経験的な指標として考えることができると述べている。同様に，Peterafは，
企業が持続的に業界平均以上の収益を上げるには4つの条件（礎石：cornerstone）が揃わなければ
ならないと述べている。企業内部に資源が存在するという場合，資源は生産要素として彼らが提示し
た条件を満たしている状態を指し示すこととなる。
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　さて，資源の異質性が企業独自の戦略志向によって規定されるとしても，その属性は，環境モデル
との補完的な関係によって規定される。Barneyは次のように述べている。
競争優位の環境モデルは，機会を開発するあるいは，脅威を無効にする企業の属性を（他の属性か
ら）分離し，また，企業の属性が資源としてみなすことができるかどうかを特定する助けとなる。
このことによって資源ペースモデルは，資源が持続的競争優位を形成するときに必要となる追加的
な特質（Characteristics）が何であるかを提案できるのである（Barney　1991，　p．106）。
　このようなBarneyの指摘は，資源が競争優位形成のために備える属性を保有するには，環境（産
業，市場）との整合を取る必要があることを示唆している。つまり，資源属性の承認，維持，開発は
環境による影響を受ける（Priem　and　Butler　2001）。しかし，その意思決定（資源が属性を保有して
いるかどうか）が戦略策定者（企業）の限定された合理性に依存する点において，企業の能動的側面
を捉えようとするのが，RBVの特徴であると言える。
2．製品市場における資源の移転
　このような属性を有する資源が競争優位の源泉であると仮定したとき，資源は製品市場の競争でど
のように活用されるのだろうか。製品市場横断的な資源の活用は，Bameyから遡るWemerfelt
（1984）の研究において一定の方向が示されている。そもそも資源ベースは，資源を生産要素市場に
おける管理単位とみなすことにその特徴があり，保有資源は他の製品（業界）市場へ活用可能である
ことが前提となっている（Barney　1986）。資源一製品マトリックスなる分析枠組みを提示したWer－
nerfeltは，資源（要素）が製品市場でいかに活用されるかを2つの視点から述べている。連続的市
場参入と資源ポートフォリオ管理がその考え方である。連続的市場参入とは，異なる製品市場への連
続的な参入に資源を活用する方法である。筆記用具のペンの米国メーカーであるBIC社の事例か
ら，保有するマス・マーケティング・スキル（資源）の剃刀市場，ライター市場への活用とその成功
につき例示している（女性用ストッキング市場では失敗）。ある市場で開発した相対的に強いポジシ
ョンをもつ資源を他の市場（国内の他産業，同産業における国際市場）への参入する際に活用するこ
とがここでの提案である。また，資源ポートフォリオ管理とは，資源を短期的な有効性と長期的な市
場拡張に向けた製品市場横断的な活用において評価する管理手法である。製品ポートフォリオ管理の
資源管理への応用を提案している。
　Wernerfeltは，ある製品市場において企業が獲得した相対的に強みを伴った資源の他の製品市場
への適用可能性に関して以下のように論じている。まず，A市場における資源1（例えば生産プロ
セスにおけるあるスキル）が，B市場参入において有効であることが前提となる。有効であるという
表現は，ここでは資源属性が存続可能な状態を指す。彼は，製品B（B市場で販売される製品）の開
発には資源1と資源皿が必要であり，資源皿が完全市場において調達可能であるという条件のもとで，
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A市場にて開発された資源1がB市場において有効である「より望ましい条件」を数学モデルによ
って以下の通り規定している（Wernerfelt　1984，　p．177－178）。
　1）A市場はB市場より相対的に大規模である
　2）　製品Bは資源1を相対的に少量活用する
　3）　製品Aは資源1を相対的に大量に活用する（資源1は製品Aにとってより重要な資源である）
　前出のBIC社の例を振り返ると，ペソ市場において開発したマス・マーケティング・スキル（資
源）は，剃刀市場，ライター市場においては「より望ましい条件」を満たしたことになり，女性用ス
トッキング市場においては満たしていないという仮説が生まれる。
　のちにWernerfeltらは，このような事象を説明するために，企業内の無形資産（ここで言う資源）
が，関連する製品市場への多角化行動へ影響を与えるという仮説を実証している（Chatterjee　and
Wernerfelt　1991）。企業行動を説明するRBVのダイナミズムとは，資源を要素市場内の単位として
捉えることにその特徴が存在する。
3．国際市場における資源の移転
　次に資源の国際市場への移転に関する考え方について考察を行う。Wernerfeltは，上述の製品市
場における移転ロジックが国際市場への資源移転へ適用可能であると述べているが，具体的な条件は
示していない。RBVでは，　Barney流に資源の異質性と移動不可能性を構造的要因として捉え，企業
は本国市場で開発された資源，海外市場で蓄積された資源を企業内部においてポートフォリオ管理
し，企業内で国際市場横断的に活用すると仮定している。この点に関して，RBVを援用した国際ビ
ジネス研究全般をレビューしたPengは次のように述ぺている。
国際ビジネス文献においては，長期にわたって所有や企業特殊要因の集中性は多国籍企業の存在理
由として理解されてきた。とりわけ多国籍企業とは，知識を移転あるいは開発する際，外部市場を
介すよりも企業内部において，より効果的に実行できるケイパビリティを保有すること自体がその
存在理由となっている（Peng　2001，　p．811）。
　RBVでは，資源の所在を本社や子会社といった具合に分類せず，企業全体としての諸活動を通じ
た共有可能な資源に焦点を当てている（Collis　1991）。子会社による独自の資源開発が子会社の経営
成果に影響を与えるという実証結果も報告されているが，子会社が開発した資源が企業全体で共有さ
れるという条件を満たして始めて，企業が生み出す競争優位の源泉として捉えられる（Birkinshaw
and　Hood　1998）。
　しかし，本社（本国市場）で開発された資源属性が，海外現地市場においてもその属性を維持する
ためには，環境モデルによる補足が必要となる。本国市場Aにおいて開発された資源1が，海外市
場Bに移転されるとき，資源1の属性が市場Bにおいても維持可能かどうかという点は，市場Bの
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表1ケイパビリティをめぐる多国籍企業のコンティンジェント戦略
ケイパビリティ活用プロセス ケイパビリティ構築プロセス
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出所：Tallman　and　Lindquist（2002）p．125に筆者が一部加筆する。
環境と資源1との整合性をどのように捉えるかという戦略意思決定者の合理的判断に依存する。
　この問題は，企業の国際化の発展段階や戦略の志向性によっても影響を受ける。製品輸出による市
場参入段階では，本社で開発された資源が移転されるが，グローバル市場全体で活動する多国籍企業
の場合，資源の移転（本社で開発された資源の他市場での活用）や開発（本社あるいは子会社，子会
社群で構築される新たな資源）は必ずしも本社主導で行われるとは限らない。この点につき，
Tallman　and　Lindquist（2002）は，グローバル市場での企業活動を説明するには，これまでの伝統的
な市場へ焦点を当てたモデル（環境モデル）では十分ではないとの問題意識を持ちつつ，企業が保有
するケイパビリティと知識が，国際市場あるいは国際市場全体をひとつとみなすグローバル市場での
活動にどのように影響を与えるかという問題につき論じている。ケイパビリティを事業単位の要素ケ
イパビリティと企業単位の構造的ケイパビリティに分類し，それぞれが国際市場拡張段階とグローバ
ル統合段階において果たす役割について述べている（表1参照）。
　ここでは，表1の横軸，「ケイパビリティ活用プロセス」と「ケイパビリティ構築プロセス」に注
目する。まず，ケイパビリティ活用プロセスでは，本社で開発された資源の子会社への移転と本社資
源を挺子にした子会社による資源獲得プロセスに焦点がおかれる。国際的拡張段階においては移転
が，グローバル統合段階においては本社資源と子会社資源の統合に焦点が当てられる。活用プロセス
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では基本的に本社で開発された資源の子会社への移転に始まり，本社資源を他の海外市場において適
応する実行能力，つまり企業特殊資源（本国市場での本社資源）と現地の特殊資源（現地市場での子
会社資源）の積極的な統合が重要視される。
　ここでは資源の所在が問題となる。例えば，本社の資源Aが価値連鎖の上流，例えば製品開発段
階にあり，現地市場の資源Bが安価な生産労働力であると仮定すれば，資源AとBの統合は新たな
資源ABを生み出すことになる。多国籍企業は事業単位，また企業単位の双方において本国で開発し
た資源，あるいは国際市場での長期的な経験から開発された資源を優先的な資源として認識している
ということが暗示されている。例えば，優先的な機能部門におけるマネジメント・スキルや技術的ス
キルなどが，国際市場へ移転すべき優先的な資源として認識されているようである。
　一方，ケイパビリティ構築プロセスにおいては，資源の外部調達とグローバル市場全体での資源
ポートフォリオ管理に焦点が当てられる。国際的拡張段階においては，提携や合併・買収を通じて，
資源（の束）が企業外部から調達される。また，グローバル統合段階では，これに加え，グローバル
市場に分散するあるいは集中化する資源をポートフォリオ管理し，グローバル市場全体で資源を再構
築（統合による新たな資源の構築）することに焦点が当てられる。
　資源の国際市場への移転に関する論点を整理すると以下の三点に集約できる。第一に，国際市場横
断的活用のための資源の有効性の検討である。本社あるいは子会社で開発された資源の国際市場への
移転に関しては，各国市場の環境との整合を検討せねばならない（Priem　and　Butler　2001）。これは
資源ポジショソの測定にも関わる。本国市場において高い資源ポジショソによる参入障壁を築いてい
たとしても，海外市場において同様のポジションが獲得できるとは限らない。海外市場における市場
の状態，競争の状態などの環境要因の検討が要求される。
　第二に，資源の所在と国際的分散度の問題である。資源が価値連鎖上のどこの位置に存在するの
か。あるいは価値付加活動は上流（製品開発および生産段階）なのか下流（販売，アフター・サービ
ス段階）なのかという問題の検討が必要となる。これは資源の国際的分散度にも影響を与える。仮
に，ある企業が上流に資源が位置していると認識するとき，上流活動の資源維持のために高い統制を
設けることとなるだろう。子会社への権限委譲はそうした高い統制が及ばない分野（ここでは下流活
動）にて優先的に実行されるだろう。
　第三に，資源ポートフォリオ管理による国際市場横断的な資源活用の視点である。とりわけ，グ
ローバル統合段階（表中の右下のセル：企業単位／構築プロセス）に到達する多国籍企業は，その資
源が開発された場所（本社か子会社か）に関係なく，意思決定者によって資源の優先順位がつけられ
る。これは，グローバル効率と価値付加活動間のシナジーを追及するグローバル合理化段階の多国籍
企業行動の一部であると捉えることができる（Douglas　and　Craig　1989）。
皿　企業要因の再構築
本章では，企業要因の再構築を試みる。既に，一章では国際マーケティング行動に関する先行研究
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において，国際マーケティソグ行動へ影響を与えるひとつとして企業要因がどのように扱われてきた
かを考察した。二章では1企業の固有の資源が競争優位の源泉となることを論じたRBVの国際的な
文脈における論点を整理した。国際マーケティソグ行動と競争優位の関係を測定する分析フレームの
構築を目指し，企業が生み出す競争優位の源泉としての企業の資源を分析するRBVの援用し，企業
要因を再構築することが本章の目的である。
1．企業要因，国際マーケティング行動，価値付加活動／価値連鎖の関係
　企業要因の再構築を行う前に，企業が生み出す競争優位の源泉としての企業要因，競争優位形成プ
ロセスとしての国際マーケティング行動と価値付加活動／価値連鎖の関係を図3に整理した。ここで
は，企業要因は資源の内容に注目し，企業が保有する現在の資源を静態的に捉える。企業要因を静態
的に捉えるのに対して，国際マーケティング行動と価値付加活動／価値連鎖は，競争優位形成プロセ
スとして動態的に捉える。
　競争優位の源泉を静態的に，競争優位形成プロセスを動態的に捉えるのは，RBVにおける内容重
視の研究とプロセス重視の研究に対応付けるためである。RBVにおいてはBarneyやPeterafのよう
な資源属性に着目した内容重視研究と，ケイパビリティ研究を中心としたプロセス重視の研究が存在
する（Priem　and　Butler　2001，小林2002，軽部2003）。図中の企業要因は，既存の企業資源を静態
的に捉えている。資源の蓄積，新たな資源の開発（資源の統合を含む），競争優位確立のための諸活
動は，競争優位形成プロセスによって達成される。競争優位形成プロセスの国際マーケティソグ行動
図3：企業要因，国際マーケティンゲ行動，価値付加活動／価値連鎖の関係
企業内の競争優位
　　　の源泉
企業要因
資源の有効性と
　　ポジション
資源の国際的分散度
競争優位形成プロセス
国際マーケティング行動
価値付加活動と価値連鎖
出所：筆者作成
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と価値付加活動／価値連鎖は，静態的に捉えた保有資源より影響を受けることを図は示している。
2．3っの企業要因
　ここでは，国際マーケティソグ行動研究において扱われてきた企業要因を競争優位を成果とする分
析フレームへ導入する際の修正箇所と，RBVにおける資源属性と国際市場移転に関わる含意を検討
しつつ，企業要因の再構築を試みる。
D　資源の有効性とポジション
　企業がある資源を特定したとき，その資源が海外市場においてもその属性を維持できるかどうかと
いう問題に関しては二章において触れた。有効性とは，ある資源が企業内で国際市場横断的にその属
性を維持可能な状態を言う。かかる問題を診断するには外部環境，つまり現地市場における環境／市
場要因との整合が必要となる。仮に，本社で開発したある製品技術Aが，海外の主要市場において
も同様に資源属性が維持可能であると戦略策定者が意思決定したとする。この場合，資源Aによる
要素技術やその技術によって開発された部品／製品は，世界的標準化行動を指向することとなるだろ
う。
　一方，資源ポジションとは，国際マーケティソグ行動研究において市場ポジショニソグ，市場シェ
アの順位あるいは戦略的要因などと呼ばれた要因を代替する要因である。国際マーケティング行動研
究における市場ポジショニングは，本国市場における企業の市場ポジションが進出先海外市場におい
て異なる際，採用すべき国際マーケティング行動に相違が生まれるということを示唆している。これ
に対し，RBVにおける資源ポジションという用語は，資源が新規参入者の障壁を築くという文脈で
用いられている（Wernerfelt　1984）。資源が，市場Aにおいて障壁を築くと，次に同じ資源を活用
できる市場Bへの参入においても優位な立場を企業に与える。企業が高い資源ポジショソを市場で
形成しているとき，国際市場への移転（国際市場参入）においても優位な立場を与えることがここで
の想定である。
　しかし，より現実的には，資源の移転においては，海外市場ごとの異なる環境要因や，地場企業に
よる立地優位性などを考慮するため，国際市場横断的に資源属性が維持できるかという有効性の問題
を検討する必要がある。資源がグローバル市場において高いポジショソを保持している場合を除いて
は，資源ポジションによる本国市場で築いた優位性が海外でも同様に発揮されるとは限らない。これ
は，企業内部の資源の相対的優先度（強み）が，必ずしも市場におけるポジショソと対称ではないこ
とを示している。
2）資源の所在
　RBVでは，企業の生み出す競争優位の中核として無形資産に焦点をあわせている（Hall　1992）。
また，資源は，製品（業界）市場に対する生産要素の市場において管理すると考えられている点も
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RBVの特徴である。ここでいう資源も同様に，無形であり，生産要素単位で管理することを前提と
しよう。また，この前提に加え，ここでは分析フレームとの結合を念頭におき，資源を静態的に捉
え，資源を現在企業が保有する無形の生産要素と捉える。そこで，多国籍企業が保有する資源の内容
を列挙すると，製品開発に関わる諸技術とノウハウ，生産技術とノウハウ，マーケティング計画能
力，販売方法に関する能力，サプライヤーと販売業者の統制と調整能力，ロジスティクス（イソバウ
ソド／アウトバウソド）に関する能力，人材育成能力，財務に関する能力などが上げられる。
　資源が特定されると同時に，その所在が明らかとなる。ここでいう所在とは，資源が企業内の価値
連鎖上のどの機能に位置するかということを指す。資源の所在は，大石のいう競争優位の所在に類似
した概念である。大石によれば，価値連鎖のどこに自社の競争優位／非優位が存在するのかを認識し
ておく必要があり，競争優位がR＆Dなのか生産なのか，あるいは広告やチャネルなのかによって
企業のとるべきグローバル・マーケティング戦略は異なってくる（大石1993b）。仮に，資源がR＆
Dにある場合，R＆D機能において開発される基礎技術や完成製品は，国際市場において高い標準
化を促す。また，価値付加活動においては，むろんR＆D機能への継続的な投資が行われ，さらに
価値連鎖はR＆D機能を核としたデザイソが採用されるだろう。
3）　資源の国際的分散度
　次に，資源の所在と有効性が確認できれば，どの資源が全社的に共有され，どの資源（この場合，
資源とは言わない）が子会社によって開発，独自に維持されるかという資源の国際的分散度が測定で
きる。近年RBVにおいては，子会社による資源開発に関する研究が蓄積されてきている。例えば，
Birkinshaw　and　Hood（1998）は，子会社よる独自の資源開発が，子会社の経営成果に影響を与える
ことを実証している。また，Peng　and　Wang（2000）は，資源移転の方向は，本社から子会社への一
方向ではなく，子会社から本社もしくは他の子会社という複数の経路が存在することを示唆している。
　資源Aが国際的に広く分散している場合，資源Aに関連する国際マーケティソグ行動は現地適応
化方向に振れ，また，資源Aが位置する価値付加活動も子会社ごとに形成される可能性がある。
3．　RBVによる企業要因再構築の意義
　RBVによって再構築した企業要因の意義を論じる。世界的競争優位を成果とする国際マーケティ
ソグ行動分析フレームのために企業要因をどのように捉えなおしたかが論点となる。
　第一に，国際マーケティング行動への影響要因として採用されてきた企業要因を価値付加活動／価
値連鎖への影響要因としても導入できるよう再構築した。一章においてレビューした企業要因は，国
際マーケティング行動，とりわけ標準化／適応化行動へ与える影響要因として扱われてきた。例え
ば，本国市場／地域市場／グローバル市場のどの市場に対して企業活動を遂行するかという企業の市
場志向性／戦略的志向性は，本国市場志向とグローバル市場を志向すれば標準化行動，地域市場志向
であれば適応化行動と言った具合に国際マーケティソグ行動へ影響を与えることが仮定されている。
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同様に，本社一子会社間の調整においても，本社主導型の採用は標準化行動に影響を与えることが仮
定されている。
　これに対してRBVによって再構築した企業要因は，国際マーケティング行動への影響と同時に，
価値付加活動／価値連鎖への影響に関しても操作可能でなければならない。例えば，「製品開発に関わ
る諸技術／ノウハウ」が国際市場横断的に有効な企業資源であると特定された場合，製品基本部品の
世界共有化による製品戦略とR＆D機能における価値付加活動への優先的投資，R＆D機能を中心
とした世界的な価値連鎖デザインが採用されるだろう。同様に，販売方法の高い国際的分散度は，子
会社に販売方法に関する独自の資源開発の機会を与え，国際マーケティング行動における販売方法の
現地適応化が推進されるだろう。
　第二の意義は，企業の資源は直接的に競争優位プロセスのインプットとなる点である。Grant
（1991）は，競争優位形成プロセスをケイパビリティとして捉える。競争優位を形成するケイパビリ
ティは，企業が競合他社よりも効率的に経営を遂行するための資源インプットを特定する。さらに，
戦略策定では，競争優位を獲得するために必要な資源インプットと既存の資源とのギャップを測定
し，特定した資源ベースへの投資を行う（Grant　1991）。このように企業要因を直接的に資源イソプ
ットとして捉えることは，競争優位を成果とする分析フレームへの結合を意味する。
むすび
　最後に，今後の課題を提示し，むすびとしたい。
　第一の課題は，競争優位形成プロセスの内容に関する考察である。本稿では，国際マーケティング
行動と価値付加活動／価値連鎖を競争優位形成プロセスと捉えたが，他の影響要因（環境要因，市場
要因など）を加えて再構築する必要があるかを検討しなければならない。RBVにおけるプロセス研
究，あるいは，コア・コンピタンスに関する諸概念（Hamel　and　Prahalad　1989，1993，　Praharad　and
Hame11990）などとの統合的なアプローチの開発がこの課題への接近の糸口を提供するだろう。
　第二の課題は，成果としての競争優位の測定に関連する。そもそも国際マーケティング行動と価値
付加活動／価値連鎖によって導かれる競争優位とはどのような指標によって測定可能となるのか。ま
た，持続的競争優位と競争優位の間にはその測定においてどのような差異が存在するのか。競争優位
によって財務成果は説明できるのか。本稿の分析フレームでは便宜上，「国際市場における競争優位」
と記述したが，これは曖昧な表現である。それは，現地市場における競争優位性とグローバル市場全
体を対象とする場合とでは，異なる結果が導き出される可能性が存在するからである。
　筆者は，特に第一の課題を重要視している。RBVではプロセス研究であり，国際マーケティング
論あるいは国際経営論では，国境を越えた機能間，本社一子会社間の調整メカニズム（諸上・根本
1997）として，研究が蓄積されている。これら諸研究分野を統合的に検討することが，世界市場に
おいて国際マーケティング行動を効率的にかつ効果的に遂行するためのメカニズムの開発に導いてく
れることを期待している。以上を課題として次回以降に期したい。
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